
附 属 明 細 書
\ 固定資産の取得及び処分、減価償却費（「第83 特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）並びに減損損失の明細

（単位：千円）

資 産 の 種 類 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高
減価償却累計額 減損損失累計額 差引当期末

残高 摘 要
当期償却額 当期損益内 当期損益外

有 形 固 定 資 産
（特定償却資産）

建 物 5¶077¶406 2¶177¶825 12¶146 7¶243¶086 1¶544¶168 252¶367 ` ` ` 5¶698¶917

構 築 物 329¶982 6¶986 867 336¶101 200¶998 17¶560 ` ` ` 135¶103

工 具 器 具 備 品 131¶614 172¶098 ` 303¶712 103¶520 17¶870 ` ` ` 200¶192

船 舶 1¶360 ` 0 1¶360 1¶359 ` ` ` ` 0

車 両 運 搬 具 1¶676 2¶252 1¶676 2¶252 268 268 ` ` ` 1¶984

計 5¶542¶039 2¶359¶162 14¶689 7¶886¶512 1¶850¶315 288¶066 ` ` ` 6¶036¶197

有 形 固 定 資 産
（特定償却資産以外）

建 物 4¶764¶343 11¶904¶888 ` 16¶669¶232 1¶528¶539 402¶499 713¶448 ` 713¶448 14¶427¶244

構 築 物 180¶215 72¶271 ` 252¶487 76¶109 14¶414 ` ` ` 176¶377

工 具 器 具 備 品 7¶312¶394 3¶678¶171 552¶007 10¶438¶558 4¶550¶072 1¶284¶975 ` ` ` 5¶888¶485

２．金融商品の時価等に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：千円）

貸借対照表計上額
（＊１） 時価（＊１） 差額（＊１）

\現金及び預金 6¶666¶052 6¶666¶052 `

]未収附属病院収入 2¶528¶888

徴収不能引当金（＊２） � 85¶085

2¶443¶803 2¶443¶803

^国立大学財務・経営センター債
務負担金

(4¶893¶768) (5¶334¶647) (440¶878)

_長期借入金 (13¶848¶481) (13¶311¶669) (� 536¶811)

`リース債務 (1¶449¶201) (1¶433¶699) (� 15¶502)

a預り金 (747¶081) (747¶081) `

b未払金 (3¶885¶288) (3¶885¶288) `

(＊１) 負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
(＊２) 未収附属病院収入に個別に計上している徴収不能引当金を控除しております。
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^ 減損額：損益計算書に計上した金額 `、計上していない金額（損益外）713¶448千円
_ 回収可能サービス価額は、取壊しを予定しており、売却を想定していないため、使用価値相当
額とし、合理的に算定できないため備忘価額を使用価値相当額としております。

【金融商品関係】
（追加情報）
当事業年度より「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 平成20年３月10日）及び「金
融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 平成20年３月10日）を適用
しております。
１．金融商品の状況に関する事項
当法人は、資金運用については預金、国債、地方債及び政府保証債等に限定し、資金調達につい
ては国立大学財務・経営センターからの借入れに限定しております。
未収附属病院収入は、債権管理事務取扱規程に沿ってリスク管理を行っております。
国立大学財務・経営センター債務負担金及び長期借入金の使途は附属病院の整備資金であり、文
部科学大臣の事前承認に基づいて借入れを実施しております。

~ 金融商品の時価の算定方法
\ 現金及び預金、並びに] 未収附属病院収入
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
ております。なお、未収附属病院収入のうち貸倒懸念債権等については回収見込額等により、時
価を算定しております。

^ 国立大学財務・経営センター債務負担金、_ 長期借入金、` リース債務
これらの時価については、元利金の合計額を新規に同様の借入又は、リース取引を行った場合
に想定される利率で割り引いて算定する方法により算定しております。

a 預り金、並びにb 未払金
短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており
ます。

【賃貸等不動産関係】
（追加情報）
当事業年度より「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第20号 平成20年

11月28日）及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針
第23号 平成20年11月28日）を適用しております。
ただし、賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記は省略しております。
【重要な後発事象】
該当事項はありません。
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